
　平成29年度からの５年間、清流の国ぎふ森林・環境税を活用し、取組みを強力に推進してきました。
　しかし、自然環境の保全・再生には一定の時間が必要であり、引き続き、継続的な、切れ目のない対応が必要不可欠です。
　また、自然環境の保全・再生を巡っては、新たな課題も把握されているところです。このため、

3 これからの『清流の国ぎふ森林・環境税』を活用した取組み

『豊かな森づくり』『清らかな川づくり』、それを支える『人づくり・仕組みづくり』を進めるという
従来からの方向性を維持しつつ、見直しと新たな課題への対応を加えた取組みを、

清流の国ぎふ森林・環境税を活用し進めていきます。

①森林部門　　　  
・環境保全林の整備（人工林の間伐等森林整備）
・里山林の整備（危険木の除去、バッファーゾーンの整備）
・脱炭素社会に貢献する森林づくり
　（造林未済地等での再造林等【新規】）

・教育福祉関連施設木造化・木質化、木製品の導入
・木質バイオマスの利用促進
・ぎふ木育の推進
・森林空間の活用促進
　（観光景観林整備、施設整備、森林空間活用の普及促進【新規】）

②環境部門　　　  
・野生鳥獣の個体数管理
　（ニホンジカ・カワウ等捕獲、担い手育成、調査研究等）

・自然生態系の保全・再生
　（河川清掃、河川・水田魚道等の整備、モデル的な活動の促進等）

・脱炭素社会ぎふづくり
　（脱炭素社会ぎふを支える人づくり、地域循環共生圏構想の促進【新規】）

③共通部門　　　  
・地域活動の促進
　（各種団体等が行う森づくり・川づくり活動等支援）

③共通部門　　　  
・地域活動の促進
　（各種団体等が行う森づくり・川づくり活動等支援）

継続的な取組みが求められている課題 新たな課題

５年間の取組みにより、
緊急的な整備が必要な
森林面積は縮小しまし
たが、依然として整備が
必要な森林が存在して
います。

※林道から遠く（500m以上）、市町村森林整備計画のゾーニングが水源涵養・山地防災である、３
～９齢級森林は９年以上間伐未実施（①）、10～12齢級森林は14年以上間伐未実施（②）の森林
①の2/3（15年に２回間伐を想定）、②の1/4（20年に１回間伐を想定）

自然災害の頻発化・激甚化への対応
・近年、集中豪雨の頻発など異常気象による災害の
頻発化・激甚化が懸念されており、県民の安心・
安全な暮らしを支えるため、森林の有する県土保
全機能の重要性が益々高まっています。

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成に向け
た取組みの推進
・ＳＤＧｓの根幹的な考え方である「持続可能性」
を実現するため、豊かな森林の保全と活用の強化
が必要です。

・持続可能な山村地域の実現に向け、森林空間の
健康、観光、教育など多面的な活用促進が必要
です。

2050年カーボンニュートラルの実現
・令和３年３月に策定された第６次岐阜県環境基本
計画において、2050年までに県内の温室効果ガ
ス排出量を実質ゼロとする「脱炭素社会ぎふ」の
実現を提唱しました。

・温室効果ガスの排出削減や吸収に貢献する木質
バイオマス利用施設の更なる整備促進や、森林の
整備が必要です。

地域循環共生圏構想の推進
・ＳＤＧｓで重視されている環境・経済・社会の諸課
題の総合的解決につながる、ローカルＳＤＧｓとも
言われる「地域循環共生圏」の創出に貢献する取
組みが必要です。

環境保全林
48.0万ha

人工林
19.0万ha

森林所有者が
管理意志のある森林
8.5万ha

今後、環境保全林
整備事業での
実施予定（※）　1.05万ha
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野生鳥獣対策について
は、被害額は低減傾向
ですが、依然として被害
額が多いため、対策が
必要です。

野生鳥獣による農作物被害額の推移

環境保全林のうち整備が必要な森林


